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日本の保育現場における「気になる子ども」への
介入技法に関する研究の動向
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児童保育研究科　児童保育専攻

Ⅰ　問題と目的

　近年、保育現場において「気になる子ども」１）「気
になる子」という用語が頻繁に使われるようになって
きた。久保山・齋藤・西牧・當島・藤井・滝川（2009）
は、「気になる」という言葉で表現される内容は保育者
によって異なっていると述べている。また、佐藤・高
倉・広瀬・植草・中坪（2006）によると、先行研究で
の「気になる」子ども像は各研究の特徴や回答者である
保育者の主観により幅があることが想定されるとしてい
る。そのため、「気になる子ども」という用語は多義的
に使用され、明確に定義するのは難しい。しかし、赤木

（2017）が述べるように、それでも保育者が「気になる
子」と言う表現に実感を持ったからこそ、急速に広まる
ようになったと推測される。その一方で、今中・高橋・
伊澤・中村（2013）は、多様さはあるにしても保育とい
う共通する文脈上での「気になる」であり、重なりあう
ところもあるのではないかと述べている。京林（2019）
は、保育者に担当クラスの在籍児について障害の有無
に関わらず、「気になる子」を挙げてもらい、在籍児
全員についての「子どもの困難さアンケート（以下、
SDQ）」の評定から分析を行っている。その結果、保育
者が「気になる子」と認識している子どもの 71.1％が、
SDQ によっても支援の必要があると判定された。保育
者が「気になる子」と認識している子どもの多くは、支

援を必要としている子どもであることが明らかにされ
た。鯨岡（2017）は、保育者が「気になる」と思ってい
るところで、実はたいていの子どもが困っているとし、

「気になる子」から「配慮の必要な子」へと述べている。
これらを踏まえると、「気になる子ども」は「特別な支
援・配慮を必要としている子ども」であるという認識は
共通していると考えられる。
　今日まで、「気になる子ども」に関連する多くの研究
が報告されている。佐藤・田口・山口・大森（2019）
は、全認可保育所の施設管理および保育士を対象にアン
ケート調査を行っている。その結果、全在籍児に占める

「気になる子ども」の割合は 10.8％であることが明らか
となった。同様の調査からは、原口・野呂・神山（2015）
5.9％、中島（2014）5.3％、原口・野呂・神山（2013）
4.6％という結果が得られている。一概に比較すること
は難しいが、保育現場には「気になる子ども」が一定数
在籍している事実は明らかである。また、「気になる子
ども」を保育した経験があると答えた保育者は、橋本・
木村・津田（2015）85.2％、斎藤・中津・粟飯原（2008）
96.6％という高い割合になっている。そして、池田・郷
間・川崎・山崎・武藤・尾川・永井・牛尾（2007）によ
り、「気になる子ども」についての問題や悩みがあると
回答した保育者が 68.5％もいるという実態が明らかにさ
れた。岡村（2011）の結果では、「気になる子ども」の
保育をする上で問題や悩みがあると回答した保育者が
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94％にもなっている。岡本・安田（2018）の最近の調査
でも、「気になる子ども」の保育に不安を感じる保育者
は 90.4％にのぼっている。「気になる子ども」の保育ま
たは支援において、不安や悩みを抱える保育者２）の多さ
が近年際立っている。それは、「気になる子ども」への
直接的な対応の難しさを反映していることが考えられ
る。菅原（2016）のアンケート調査でも、「気になる子」
への対応方法が分からないと回答した保育者が平成 27
年 39.3％、平成 25 年 49.3％にもなることから、対応へ
の困り感が伺える。つまり、芦澤（2010）が述べている
ように、これまで蓄積してきた保育の専門性だけでは、
子どもを理解することや保育の工夫を行っていくことに
保育者が困難を感じたり、自信が持てなかったりするよ
うな事例が増えていることが推測される。加えて、白
井・糠野・新谷・井上・芳賀・金田（2009）が指摘して
いるように、気になる子の保育には、医学・心理学など
の専門知識が必要となるが、現場保育者がそれらを十分
に備えているとはいえないことも要因となっていると考
えられる。
　このような現状から、「気になる子ども」への支援に
関して、巡回相談や研修、専門機関との連携などのニー
ズが保育現場では高まってきている。鶴（2012）は、保
育所・幼稚園における巡回相談に関する研究を概観し、
巡回相談を行うことで、保育者の子ども理解や対応方法
の理解、不安軽減などに高い効果を示していることを報
告している。また、木原（2006）による保育者へのアン
ケート調査からは、保育を進める上で、専門機関による
特別な技術的な援助指導が役に立ったことが示唆されて
いる。しかし、中山・中津濱（2019）は、巡回相談の課
題として、巡回相談の回数不足や相談内容の共有の困難
さ、保育者の巡回相談員への依存などが指摘されている
ことを報告している。岡本・安田（2018）は、園内研修
において、研修回数や時間が十分に確保できないなどに
より、有効に活用できるまでに至っていないことを示唆
している。また、園外研修においても、時間や回数、研
修内容が難しく、実践につながりにくいなどの問題に加
え、研修への参加が困難な状況であることを示唆してい
る。このように、巡回相談や研修、専門機関との連携な
どは「気になる子ども」の保育を行う保育者に対する支
援の一つとして果たしうる役割や期待できる効果は大き
いと考えられるが、課題も残る。
　「気になる子ども」への支援に関する保育実践や研究
は、かなり積み重ねられてきているが、依然として「気
になる子ども」と直接関わる保育者の不安や悩みは解消
されておらず、対応に苦慮している状態が続いている。
また、丹葉・大西・尾藤（2011）は、子どもの気になる

行動に対し直接的に保育士が指導し、保育士が望む行動
を促す関わり方が多くなることで、子どもの気になる行
動が助長されてしまうことを報告している。そのため、

「子ども−保育士」間の相互作用において、悪循環が生
じてしまっていることを示唆している。関わる保育者の
対応によっては悪循環を形成してしまい、「気になる子
ども」の不適応や問題行動を悪化させてしまっているこ
とが推測される。したがって、「気になる子ども」の保
育を進める上で、「気になる子ども」へ適切に対応する
ための支援技術を習得することが保育者には求められて
いると考えられる。しかし、これまでの「気になる子
ども」に関する研究の動向においては、「気になる子ど
も」への介入方法として、保育現場ではどのような技法
や技術が取り扱われているのかは、十分に明らかとな
っていない（野村、2018，若山、2017，中山、2015，本
荘、2012）。また、緒方（2020）は、「気になる子ども」
への保育者の対応に関する研究の動向から、有効性が実
証されている技法を取り入れた介入等による対応を保育
者が行っている報告がほとんどないことを明らかにして
いる。加えて、介入技法に関する先行研究及び巡回相談
や研修、専門機関で行われている指導や助言の内容を整
理・分析することの必要性について示唆している。「気
になる子」の対応を従来のように特別な「専門」機関や

「専門」家と言われる人たちだけに任せていられる状況
ではなくなってきていることを櫻井（2015）が指摘して
いることからも、有効に活用されている技法を精査する
ことは保育者支援において有用であると考えられる。そ
うすることで、保育者が有効な介入技法を習得すること
ができ、「気になる子ども」一人一人に応じた適切な対
応を行えるようになることが期待される。幼児期から関
わる保育者であるからこそ、適切に対応していくことは

「気になる子ども」の将来においても大変重要なことだ
と考えられる。
　そこで本研究は、日本の保育現場３）において「気にな
る子ども」への介入方法として取り扱われている技法や
技術に関する先行研究を概観し、その内容を分析・整理
することで、「気になる子ども」への保育者の介入技法
の方策を探ることを目的とする。なお、横山（2016）に
よると、「気になる子ども」の定義は、保育者、研究者
など個々それぞれがどこに視点をおいて研究をすすめる
か、保育に臨むかによって相違していると述べている。
本研究においては個々の先行研究における保育者や研究
者の視点を尊重するため、「気になる子ども」の定義は
限定しないこととする。
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Ⅱ　研究方法

　国立情報学研究所（NII）が提供する文献情報・学術
情報検索サービス CiNii Articles を使用し、2020 年８月
にデーターベース検索を行った。野村（2018）による
と、保育現場において「気になる子」の問題が大きく
取り扱われるようになってきたのは 2000 年代に入った
ころであると述べていることから、対象期間を 2000 年
～ 2020 年までとした。キーワードとして、「気になる」
and「保育」and『「介入」or「技法」or「コンサルテー
ション」or「研修」』及び「発達」and「保育」and『「介
入」or「技法」or「コンサルテーション」or「研修」』
で検索を行った。また、GoogleScholar を使用し同様に
検索を行った。本研究の目的と合致する文献を検索する
ために、「介入」のキーワードについては、「介入技法」
に変更して行った。「研修」のキーワードについては、
本研究の目的と異なる医療、看護、保育者養成校に関す
る文献が非常に多く含まれ、キーワードとして適切でな
かったため削除した。したがって、GoogleScholar では
キーワードとして、「気になる」and「保育」and『「介

入技法」or「技法」or「コンサルテーション」』及び「発
達」and「保育」and『「介入技法」or「技法」or「コン
サルテーション」』で検索を行った。なお、保育現場に
おける「気になる子ども」への介入方法として取り扱わ
れている技法や技術が明確でない文献や推測できない文
献は除外した。文献は論文を中心とし、実践・事例・研
究報告、学会発表要旨も含めた。

Ⅲ　結果

　検索した結果、23 件の文献が本研究では分析対象と
なった。分析対象となった文献を技法ごとに分類したと
ころ、①応用行動分析、②ペアレント・トレーニング、
ティーチャー・トレーニング、③社会的スキル訓練、④
心理療法、⑤その他の５つに整理することができた。①
～④のどれにも分類できなかった文献は、⑤その他とし
ている。その結果を表１に示す。① 11 件、②３件、③
４件、④３件、⑤４件となった。なお、１つの文献にお
いて技法が複数扱われている場合は、複数に分類してい
る。

１．応用行動分析
　保育者を対象とした応用行動分析の研修についての報
告が多く見られた（表２）。また、１件ではあるが、幼
児の不適応行動の改善のために応用行動分析を導入した
事例研究が報告されている。以下に、その詳細について
述べる。

（１）応用行動分析の研修プログラム
　田中・三田村・野田・馬場・嶋崎・松見（2011）は、
主任保育士を対象に応用行動分析の研修プログラムを実
施し、支援行動の変化を検討した。参加者 15 名は、す
べて女性であり、平均年齢は 49.5 歳（範囲：44 歳− 57
歳）、平均主任歴は 3.2 年（範囲：０年− 20 年）であっ

た。参加要件として、研修受講の経験がある等、発達障
害の基本的な理解があることが募集の際に明記されてい
た。プログラムは、全４セッションから構成されてお
り、１セッションの実施時間は 3.5 時間であった。第１
セッションから第３セッションまでは１週間毎に実施
し、第４セッションは第３セッションから約４か月後に
実施した。研修内容として、１セッションは講義と演習
からなっており、演習は、参加者を３グループに分けて
行った。第１セッションでは行動の分類（増やしたい行
動、減らしたい行動、今のままでいい行動）、行動の定
義、三項随伴性（ABC 分析）、強化、弱化を中心とした
行動の原理と、機能的アセスメントの中の記述的アセス
メントである ABC の観察記録について、第２セッショ

表１　本研究で分析対象となった文献の著者一覧

分類 著者（年）

①

荻野昌秀（2017）、大河内修（2017）、猪子秀太郎・橋本俊顯・山王丸誠・島宗理（2015）、松𥔎敦子・山本淳一（2015）
齊藤勇紀・菱田博之（2014）、田中善大・馬場ちはる・鈴木ひみこ・松見淳子（2014）、塩田心・竹澤大史（2013）
田中善大・三田村仰・野田航・馬場ちはる・嶋崎恒雄・松見淳子（2011） 
藤原直子・大野裕史・日上耕司・久保義郎・佐田久真貴・松永美希（2010）、鶴宏史（2004）

② 中藤広美・酒井志織（2017）、田中尚樹・渡辺顕一郎（2017）、大西貴子・武藤葉子・岩坂英巳（2015）
③ 磯部美良・江村理奈・越中康治（2008）、岡村寿代・杉山雅彦（2007）、岡村寿代・佐藤正二（2002）
④ 仁科綾菜・遠藤清香（2018）、古賀弘之・丹羽裕紀子・小田紀子（2017）、榊原久直・中野弘治 （2014）
⑤ 中美子（2018）、府川昭世・井梅由美子・近藤俊明・出口保行（2014）、佐藤百合子・佐藤晋治・加藤元繁（2002）

①③⑤ 藤原里美（2013）
（①応用行動分析、②ペアレント・トレーニング、ティーチャー・トレーニング、③社会的スキル訓練、④心理療法、⑤その他）
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表 2　 応用行動分析の研修プログラムの概要
著者（年） 参加者 プログラムの構成 研修内容 研修プログラムの効果

荻野（2017） 保育士 13 名（全員女性）
保育経験平均年数 26.6 年

全 4 回
第 1 回講義 60 分
第 2 回（約 1 か月後）講義 80 分
第 3 回（第 2 回の約 3 か月後）保育
士 1 名あたり 30 分程度の実践報告
とディスカッション
第 4 回（第 3 回の約 3 か月後）取り
組みの報告とディスカッション 110
分

＜第１回＞レスポンデントとオペラント、行動
の定義、強化と弱化
＜第２回＞消去、行動の機能、バイパスモデル、
プロンプト、行動支援計画、記録の仕方
＜第３回＞実践の報告とディスカッション

知識面の向上に効果があった。
また、対象児の行動の一部のや
向社会性に改善が認められた。

大河内（2017）

保育者 45 名（障害児担当 35
名、乳児担当 2 名、幼児担当
6 名、その他 2 名）
保育経験年数 0 ～ 5 未満 15
名・5 ～ 10 年 未 満 8 名・10
～ 20 年 未 満 16 名・20 年 以
上 6 名

全１回
２時間、講義形式

①障害児理解の 3 側面、② ASD の概念、③発
達障害児を育てる基本方針、長所を伸ばし欠点
をカバー、④保育場面の行動理解の推移、⑤友
達関係の推移を理解するための視点、⑥問題行
動対応の前提として、子どもの安心、育ちつつ
ある部分を知る、⑦問題行動を収める対応、⑧
問題行動を起こさない時点での事前対応、⑨ま
なざしをむけること・まなざしを外すこと、⑩
援助はできる状態で最小限がベスト、⑪取り組
む過程で自己肯定感と他者への信頼を形成

自分の経験を再整理し、新たな
発見が見られた。

猪子・橋本・
山王丸・島宗

（2015）

保育士 10 名（全員女性）
保育経験年数 1 ～ 22 年（平
均 12.5 年）
障害児保育経験年数 0 ～ 13
年（平均 3.8 年）

全２回
第１回５時間、第２回５時間、延べ
10 時間

＜第１回＞自閉症・AD/HD の障害特性、応用
行動分析学の基礎、用語ゲーム、問題行動の定
義、ABC 分析、問題行動の原因推定
＜第２回＞解決すべき問題の選定、対象児の情
報収集、ポジティブルール、first-then（Cardon、
2007）、シェイピングゲーム、ほめることを増
やす、原因の推定数を増やす、原因に対する解
決策立案

原因推定の解答数、解答の記入
速度、原因推定カテゴリ数、解
決策の正答率が有意に上昇し
た。

松﨑・ 山本
（2015）

応用行動分析の基礎や問題行
動への対応方法に関する講義
を受けたことがある保育士 2
名（20 代女性）
発達支援事業所の勤務経験 4
年

全 3 回
90 分の講義を週 1 回
全講義終了後、OJT を各 30 分、週
1 ～ 2 回、10 週間で計 15 回実施
ビデオフィードバックを各 1 時間、
週１回、計 10 回、OJT と並行して
実施

応用行動分析の基礎、支援技術リスト（環境整
備、先行刺激の提示方法、課題設定、強化刺激
の提示方法、問題行動への対応）の解説、支援
計画の立案方法や実践方法

保育士の支援技術が向上し、介
入終了から 2 か月後の事後評価
においても維持されたことが示
された。また、参加児の発達も
複数の評価指標において上昇
し、問題行動が減少した。

齊藤・菱田
（2014）

保育者 10 名
平均年齢 33.3 歳（28 ～ 41 歳）
保育経験平均年数 13.1 年
障害児担当保育平均年数 4.7
年

全 10 回
月１回、１回４時間の講義と演習

1 ．三項随伴性（ABC分析）、2 ．行動の随伴性（正
の強化、負の強化、弱化、消去）、3 ．罰手続
きのみでの対応の問題、4 ．行動に対する情報
収集と操作的定義、5 ．問題行動の機能（注目
の獲得・要求・逃避・感覚）、6 ．適切な行動
を促すための技法（プロンプトとフェーディン
グ、課題分析と行動連鎖法、トークンエコノ
ミー）、7 ．文脈への適合性、8 ．行動支援計画
の作成・評価・修正、9 ．般化と維持

行動理論に対する知識について
の得点が向上し、高い水準で維
持され、行動理論の知識向上に
関する効果が見られた。また、
実態把握のスキル向上に効果が
見られた。援助スキルでは、「望
ましい行動への対応」について
効果が得られた。

田中・馬場・
鈴木・松見

（2014）

発達障害の基本的な理解があ
り、また他の保育士に助言・
指導する立場にある保育士
21 名（全員女性）
平均年齢は 44.8 歳（27 ～ 57
歳）

全４回
各回の実施時間は３時間
第１～３回…毎週実施
第４回…第３回から２か月後に実施
　　　　参加者を２つに分け、２日
　　　　間実施

1 ．行動の分類（増やしたい、減らしたい、今
のままでいい行動）、具体的な行動に注目、三
項随伴性（ABC 分析）、行動の原理（強化、弱化）、
支援の ABC、言語称賛のポイント、先行刺激、
ABC 観察記録の表記方法、標的行動の記録
２．行動の機能（要求、注目獲得、逃避・回避、
自己刺激）、機能に基づく支援（代替行動の指導、
課題分析）、課題分析、指示の工夫、観察のポ
イント（指示）
３．消去・分化強化、予防的な支援、機能に基
づく支援（他行動分化強化、代替行動の指導）

保育士の支援行動に関して、適
切行動への言語称賛に関する支
援が増加した。対象園児の行動
では、標的行動が適切行動の場
合には支援の効果が確認された
が、不適切行動の場合には支援
の効果がほとんど確認されな
かった。

藤原（2013）
保育士 16 名（全員女性）
平均年齢 40 歳（25 ～ 55 歳）
保育経験平均年数 16 年（５
～ 35 年）

全５回
１回目講義
２～５回目療育グループでの実習

障害特性に応じた支援、構造化、問題行動の評
価と対応、活動・課題の設定、トレーニングプ
ログラム

記載なし

塩田・竹澤
（2013）

保育士 26 名（男性 2 名、女
性 24 名）
保育経験平均年数 3.9 年
発達障害児の対応経験平均年
数 2.9 年

全 3 回
①講義 90 分
②講義 90 分× 2
③ケース検討 300 分× 3

①障害特性に関する講義
②ABC 分析と強化の原理に関する講義
③ケース検討

観察点や支援案の量的な増加や
発達障害児の支援に有効な支援
案の増加が見られた。

田中・三田村・ 
野田・馬場・ 
嶋崎・松見

（2011）

発達障害の基本的な理解があ
る主任保育士 15 名
平均年齢 49.5 歳（44 ～ 57 歳）
平均主任歴 3.2 年（0 ～ 20 年）

全 4 セッション
1 セッションの実施時間は 3.5 時間
第 1 ～第 3 セッションまでは 1 週間
毎に実施
第 4 セッションは第 3 セッションか
ら約 4 か月後に実施

＜第 1 セッション＞行動の分類（増やしたい行
動、減らしたい行動、今のままでいい行動）、
行動の定義、三項随伴性（ABC 分析）、強化、
弱化を中心とした行動の原理と、機能的アセス
メントの中の記述的アセスメントである ABC
の観察記録の講義と演習
＜第 2 セッション＞問題行動の機能及び機能に
基づく支援方法の講義と演習
＜第 3 セッション＞適切な行動に対する先行事
象および強化の工夫、消去、分化強化、課題分
析、シェーピングの講義と演習
＜第 4 セッション＞経過について報告

保育士の支援立案スキルの向上
が促された。特に、適切な行動
に対する言語称賛等の対応と、
困った行動に対する注目の除去
という対応に関する報告が増え
た。また、対象園児の行動の変
化については、多くの参加者が
対象園児の行動に望ましい変化
が見られたことを報告した。

藤原・大野・
日上・久保・
佐田久・松永

（2010）

幼稚園教諭６名
平均年齢 40.8 歳（32 ～ 51 歳）
保育経験平均年数 17.2 年（10
～ 29 年）

全５回
毎週１回（第５回のみ第４回実施の
２週間後）１時間 40 分実施
３週間後にフォローアップを実施

＜第 1 回＞行動の見方・分類
＜第 2 回＞増やしたい行動への対応（正の強化）
＜第 3 回＞効果的な支持の出し方（先行刺激操
作）
＜第 4 回＞減らしたい行動への対応（機能的ア
セスメント）
＜第 5 回＞全体のまとめ
＜フォローアップ＞終了後の経過報告

対象児の行動に改善が見られ
た。さらに、参加者が子どもに
対応する際に感じるストレスが
軽減し、保育者としての効力感
が向上した。
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ンでは問題行動の機能及び機能に基づく支援方法につい
て、第３セッションでは支援の立案方法として、適切な
行動に対する先行事象及び強化の工夫、消去・分化強
化、課題分析、シェーピングについて行った。第３セッ
ション後、約４か月の間、参加者は研修に基づく支援を
対象園児に実施し、第４セッションでその経過について
報告を行った。希望のあった参加者の園に対してのみ、
第１筆者が巡回相談を行った。研修プログラム参加前後
の参加者自身の支援の立案スキル及び対象園児への支援
方法の変化を測定するために、第１セッション（プレ）
と第４セッション（ポスト）で、研修のために作成した
事例（シミュレーションケース）への支援案及び対象園
児への支援方法について自由記述による回答を求めた。
その結果、シミュレーションケース及び対象園児への支
援方法について、研修プログラムに基づく支援である言
語称賛等の適切な行動に対する対応及び不適切な行動に
対する注目の除去に関する回答数の増加が見られた。ま
た、対象園児の行動の変化については、困った行動の減
少（80％）と望ましい行動の増加（73％）を参加者は報
告していた。
　他の文献における、参加者、プログラムの構成、研修
内容、研修プログラムの効果についての概要は、以下に
述べる。
　それぞれの研修プログラムには、最小２名から最大
45 名の保育者が参加していた。参加者の年齢の内訳を
見ると 20 代～ 50 代と幅広く参加しており、平均年齢
は 30 歳を超えていた。そのため、保育経験平均年数は、
10 年以上となっていた。
　プログラムの構成は、それぞれの研修ごとに大きく異
なっていた。最短で１日、最長で 10 か月を研修期間と
して設定していた。１・２回で終わる研修もあったが、
３～５回程度を採用している場合が多かった。最大で
は、月１回、全 10 回実施している研修も見られた。研
修時間は講義等の内容によって異なっているものや毎回
決められた時間となっているものとばらばらであった。
最も短いものでも１時間以上行われていた。研修の実施
回数に関わらず、１回の研修にかかる時間が長いものが
多かった。
　研修内容は、講義を中心に行われているものが多かっ
た。１例だけ、事例検討型研修となっており、事例検討
を中心に行い、事例検討の導入と最後にミニ講義が実施
されていた（大河内、2017）。また、演習を取り入れた
り、参加者の実践報告の機会を設けたりするなど工夫さ
れているものもあった。松𥔎・山本（2015）では OJT
を取り入れ、講座終了後に専門家による参加者への保育
場面での直接的な指導が行われていた。講義の内容とし

ては、応用行動分析の基本から応用まで幅広く学べるも
のとなっていた（詳しくは、表２の研修の内容参照）。
　研修プログラムの効果として、保育者の応用行動分析
の知識の向上（荻野、2017，齊藤・菱田、2014）や保育
者の子どもへの支援技術の向上（松𥔎・山本、2015，齊
藤・菱田、2014，田中・三田村・野田・馬場・嶋崎・松
見、2014）が報告されていた。また、対象児の行動面で
の改善が見られたという報告もあった（荻野、2017，松
𥔎・山本、2015，藤原・大野・日上・久保・佐田久・松
永、2010）。さらに、藤原ら（2010）の結果からは、保
育者が対象児に対応する際に感じるストレスの軽減に効
果があることが示された。

（２）応用行動分析を導入した事例研究
　鶴（2004）は、中度発達遅滞の診断を受けている男児
の不適応行動（自傷行動）の改善のために応用行動分析
を導入した事例について報告した。対象児の行動観察と
して、１日３時間、計６日間観察し、記録をとった。そ
して、行動分析から自傷行動を改善するために、状況・
先行状況への対応、行動への対応、結果事象への対応に
ついて、それぞれ方針を立てて援助を行った。その結
果、ＡＢデザインで必ずしも厳密な特定とは言えないが
対象児の自傷行動は、援助開始後減少し、最終的には消
失することができた。

２．ペアレント・トレーニング、ティーチャー・トレー
ニング

　応用行動分析を基本にした保護者を対象としたペアレ
ント・トレーニング（Parent Training、以下本研究で
は PT と略す）のプログラムを保育者・教育者に応用し
たプログラムとして実施されていた。ペアレントトレー
ニング、ペアレント・トレーニング、ティーチャー・ト
レーニング（Teacher Training、以下本研究では TT と
略す）と表記は様々であり、それぞれのプログラムの構
成も実施者によって異なっていた。以下に、各文献の詳
細について述べる。
　中藤・酒井（2017）は、Ａ市が主催した「PT のスキ
ルアップ講座」に参加した保育園での２実践と、Ａ市が
募集した「PT を教育・保育現場に応用するための研修
会」に応募した保育園での１実践について報告した。講
座・研修共に５回実施していた。講座の内容は、第１回
PT の実際と特別支援教育への応用、第２回観察と記録
の仕方、第３回環境の整え方と手助けの仕方、第４回困
った行動を減らし、望ましい行動を増やすには、第５回
事例発表会となっていた。また、研修の内容は、第１回
困った行動、望ましい行動、行動の強化について、第２
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回子どもの行動の観察と記録の仕方およびその効果につ
いて、第３回手助けの仕方、環境の整え方について、第
４・５回事例検討となっていた。講座や研修の結果、子
どもの困った行動が目立たなくなり望ましい行動が増
え、保育者のスキルアップが見られたことが述べられて
いた。
　田中・渡辺（2017）は、Ａ市からの委託を受け、発達
障害児やその保護者への支援について、保育士や幼稚園
教諭等の保育者を対象とする PT 及びコンサルテーショ
ンに関する研修会を実施した。従来から実施している

「PT」の内容を、保育者をはじめ多くの支援者が実施で
きるように「ペアレント・プログラム」として整備をし
ていた。「ペアレント・プログラム」は５回のシリーズ
から構成されており、１回３時間の講座を隔週ペースで
開催した。講座は、講義とグループワークが行われた。
研修の概要は、第１回発達障害の幼児期の特有の課題と
気になる段階からの支援に関する講義と困難さの体験的
ワーク、第２回ペアレント・プログラムの概要と効果に
関する講義と「ほめる」「行動での現状把握」に関する
ワーク、第３回行動の整理と課題設定のワーク、第４回
宿題の共有と課題設定と取り組みの検討についてグルー
プワークによる振り返り、第５回コンサルテーションの
基礎知識と方法についての講義と傾聴に関するワーク及
び事例による支援方法についての実践的な学習となって
いた。研修の結果、保育者が発達支援を効果的に実践す
るために必要とされる知識・技術の向上に関して、一定
の効果が見出された。
　大西・武藤・岩坂（2015）は、８～９人の保育者を対
象に ADHD 児を対象に開発された全 10 回の PT を短縮
改訂し、全５回の TT プログラムとして実施した。３
年間に参加した保育者は、計 23 名であった。１回あた
りの所要時間は 90 分とし、月１回、半年間行った。プ
ログラムの内容は、第１回子どもの行動観察と３つの分
類、第２回行動の仕組みとほめるパワー、第３回スペシ
ャルタイム、達成しやすい指示、第４回ほめるために待
つ、第５回ふり返りとまとめであった。プログラムが終
了して約１か月後に、フォローアップセッションを設け
ていた。プログラムの受講前後に、評価尺度を用いて効
果の測定を行った結果、保育者自己効力感尺度と SDQ
の合計得点（TDS）に有意な差が見られた。また、受
講者の自由回答による感想では、行動変容技術の習得を
実感したという内容が多く書かれていた。

３．社会的スキル訓練
　社会的スキルの学習機会を意図的、計画的に提供する
ことによって、幼児の問題行動の低減を目的とした技

法として、社会的スキル訓練（SocialSkillsTraining、以
下本研究では SST と略す）が実施されていた。以下に、
各文献の詳細について述べる。
　磯部・江村・越中（2008）は、仲間外れ、無視といっ
た関係性攻撃を示す年中女児１名を対象とした SST プ
ログラムを開発し、その有効性を検討した。プログラム
は全 10 セッションあり、①仲間入りスキルの習得や仲
間協力児との関わりを通して排他的な仲間関係を解消す
ること、②関係性攻撃を適切な規律性スキルに置き換え
ること、の２点から構成されていた。訓練は、保育園の
応接室にて、登園から設定保育が開始されるまでの自由
遊び時間（約１時間）のうち、約 15 分を利用して約１
か月行われた。また、習得された社会的スキルの維持と
般化を促進する手続きとして、訓練に仲間協力児として
２名の女児を参加させていた。対象児との相互作用が比
較的少なく、教師の指示に対する反応がよいことを選定
基準としていた。各セッションは、①紙芝居や指人形を
用いた問題場面の提示、②主人公の問題行動が引き起こ
す否定的な結果についての話し合い、③社会的スキルの
悪い例の提示と話し合い、④適切な社会的スキルのモデ
リング、⑤役割交代をしながらの行動リハーサルとフィ
ードバック、および社会的強化、⑥自然場面での積極的
な協同的遊びへの参加と適切な社会的スキルの使用の奨
励の６ステップから構成された。トークン強化として、
ステップ⑤において、適切な社会的スキルを実行できた
ときに、社会的強化と同時に１日１個ずつビーズを与
え、箱に入れさせる手続きをとった。そして、ビーズを
10 個集めたら、後にネックレスと交換できることにし
た。また、社会的スキルの集団訓練も園全体を対象に対
象児が個別訓練を受けている期間に２回にわたり実施し
ていた。その結果、対象児の関係性攻撃は低減し、多様
な仲間との関わりが増加した。また、ターゲットスキル
も増加していた。この効果は、３か月後のフォローアッ
プ査定の時点でも安定して維持されていた。
　岡村・杉山（2007）は、保育園に通う引っ込み思案
の男児１名への SST を２か月行った。話を聞くスキ
ル、質問スキルの２つがターゲットスキルとして選定さ
れ、７セッションからなる個別 SST が保育園の１室を
使って行われた。対象児と同じクラスに在籍する仲間２
名（男児１名、女児１名）が協力児として参加してい
た。同年齢の子どもから人気があること、相互作用が多
いこと、対象児にも適切な社会的スキルを使用できるこ
と、という選択基準を満たした幼児が抽出されていた。
セッションは、①教示、②問題行動の提示、③モデリン
グ、④行動リハーサル、⑤フィードバックおよび社会的
強化、の要素から構成されていた。その結果、対象児は



大阪総合保育大学紀要　第 15 号　2020

− 56 − − 57 −

SST 場面において質問スキルや、SST 期の自由遊び場
面において仲間への働きかけを増加させた。また、対象
児は集団活動場面からの逸脱行動を減少させ、集団活動
に参加する際は、仲間をモデルとして活動に参加するよ
うになった。
　岡村・佐藤（2002）は、攻撃的な幼児を対象とした
SST を実施した。３つの標的スキル（エントリースキ
ル、適切なやりとりスキル、断られたときの対処スキ
ル）を訓練するために 16 セッションからなる個別 SST
が行われた。また、訓練対象児と相互作用があること、
社会的スキルに長けており訓練対象児に適切な社会的ス
キルを使用できること、同年齢同性の仲間から人気があ
り、相互作用の多い幼児であることを選択基準とし、３
名を仲間協力児として参加させた。訓練室での社会的
訓練では、保育園の１室を使って１セッション 15 分か
ら 20 分として、５セッション実施した。セッションは、
①適切な社会的スキルを用いることの重要性の説明、②
紙芝居による問題となる場面の提示、③登場人物の行動
についての説明、④適切な社会的スキルのモデリング、
⑤行動リハーサルとフィードバック、および社会的強
化、⑥自然場面での積極的な協調的遊びへの参加と自発
的な社会的スキルの使用の奨励、の６つの要素から構成
された。自然場面での SST では、１セッション 30 分か
ら 40 分として、11 セッション実施した。トークン強化
を行い、シールをトークンカードに貼っていくという手
続きで実施された。シールが 10 枚たまると、金色のカ
ードと交換できるようにした。その結果、対象児の仲間
への社会的働きかけや仲間からの対象児への社会的働き
かけが増加し、攻撃行動が減少した。さらに３か月後に
もこれらの訓練効果が維持していることが示された。

４．心理療法
　心理療法として、（１）トークン・エコノミー法、（２）
音楽表現活動（音楽療法的活動）、（３）臨床動作法の観
点から作成された運動活動が実施されていた。なお、ト
ークン・エコノミー法は応用行動分析においても用いら
れる技法であるが、下記の文献ではトークン・エコノミ
ー法のみが限定的に取り扱われていたため、応用行動分
析のカテゴリーから除外して心理療法として扱った。以
下に、各心理療法について詳細を述べる。

（１）トークン・エコノミー法
　仁科・遠藤（2018）は、保育園に通う２歳４か月の男
児 A 児と３歳の男児 B 児を対象に、不適応行動の改善
におけるトークン・エコノミー法の効果について検証・
考察した。期間は約６か月、週２～５回、筆者が保育園

に行き、日常の保育に副担任として関わりながら行っ
た。A 児は排泄時の不適応行動、B 児は支度・片付け時
の不適応行動を標的行動として、トークンを用いてそれ
らの頻度の減少を試みた。トークンとして、A 児・B 児
が共に好きな乗り物のシールを使用した。望ましい行動
ができると１枚シールがもらえ、６枚そろうと１つの乗
り物の絵が完成する（大きなご褒美）になるようにし
た。その結果、A 児・B 児共にトークンを使用して支援
すると、不適応行動の回数が減少し、排泄や支度・片付
けにかかる時間が短縮された。

（２）音楽表現活動（音楽療法的活動）
　古賀・丹羽・小田（2017）は、自閉症スペクトラム児
A を含む 30 名の４歳児クラスの集団を対象に、A の集
団適応を目的として音楽表現活動（音楽療法的活動）を
実施した。実施期間は月１～３回、約６か月間であっ
た。１回の実施時間は約 30 分間とし、合計 25 回行われ
た。他児と協調的に活動できるような活動内容が取り入
れられていた。その結果、楽器の演奏のタイミングや音
量の変化、活動の内容の違いによって、A が集団に適
応できるための手がかりが得られた。

（３）臨床動作法の観点から作成された運動活動
　榊原・中野（2014）は、「のびのび・どっしり体操」
という臨床動作法の技法などを基に作成された運動活動
について考察した。動作課題を保育活動の一環として約
６分間行った。初めは臨床動作士が実演指導を行い、そ
の後は解説や実演の資料を配ったり、相談の機会を設け
たりするなどフォローアップの体制を取りながら進めら
れた。実施形態は、保育者１名が園児のモデルとなって
実演し、他の保育者は４名の園児を１名でサポートする
形であった。その際、“ 気になる子 ” とされる園児を４
名のうち２名までとし、特にその１名を中心的に関わる
ようにした。中心に関わる園児は日々交代した。その結
果、初めのころは落ち着きのなさや身を委ねられない様
子であった園児が、介入によって適応的な対人行動が見
られるようになったことが報告されていた。

５．その他
　その他の介入技法として、INREAL、フロスティッグ
プログラム、仲間媒介法が実施されていた。また、研修
の中で、感覚統合療法やコーディネーショントレーニン
グが取り上げられていた。以下に、各介入技法について
その詳細を述べる。

（１）INREAL
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　中（2018）は、保育士４名を対象に INREAL に基づ
く広汎性発達障害児へのコミュニケーション支援の実践
やビデオフィードバック、支援技術や支援態度の講義
と演習で構成した研修プログラムを実施した。INREAL

（Inter Reactive Learning and Communication の略）は、
1974 年コロラド大学の R.Weiss 博士によって開発され
た言語発達遅滞児のためのコミュニケーション・アプロ
ーチである（内田、2015）。自由な遊びや会話場面とい
う自然な文脈を通じ、大人と子どもが相互に反応し合う
ことでことばやコミュニケーション能力の向上を目指す
アプローチであり、子どもと大人の間で伝達意図が伝わ
りあうプロセスに気付かせる支援ができる（中、2018）。
研修プログラムとして、２～３週間に１回の研修を５か
月間、全８回実施していた。１回の研修実施時間は 90
分（４回目のみ 120 分）とした。研修は、Ⅰ実践、Ⅱ講
義・演習、Ⅲビデオフィードバックの３つで構成されて
いた。１回目と８回目は、支援技術や支援態度の研修に
よる介入を行わなかった。１回目を遊び方研修期とし、
PDD 児とのやりとりが生起しやすい遊び方についての
講義と演習を行った。８回目は、研修Ⅱのまとめとし
て、それまで受講した研修を振り返り、感想を述べても
らったり今後の課題を整理したりした。支援技術につい
ては、２回目と３回目に非言語研修期とし、非言語伝達
行動の習得を目的とした研修を行った。その後の４回目
から７回目の言語研修期では、INREAL のことばかけ
の支援技術である言語心理学的技法を学び、コミュニケ
ーション支援力を高めることを目的とした研修を実施し
た。支援態度については、２回目と３回目に研修を行っ
た。４回目から７回目には支援態度に特化した講義や演
習を行わなかった。こうした研修の結果、支援技術と支
援態度がそれぞれ向上した。

（２）フロスティッグプログラム
　府川・井梅・近藤・出口（2014）は、２箇所の保育園
の発達に課題をもつ４・５歳児にフロスティッグ視知覚
発達プログラムを用いた視知覚運動訓練を行い早期介入
の効果を明らかにした。Marianne Frosting によって考
案されたフロスティッグ視知覚発達プログラムの基礎的
概念と支援マニュアルを学習した大学３年生が週１回の
支援を約９か月、一人の子どもに約 20 分の支援を行っ
た。その結果、視知覚運動能力の増進ばかりでなく自己
肯定感や行動面の安定に有効であることが示唆された。

（３）仲間媒介法
　佐藤・佐藤・加藤（2002）は、総合保育場面におい
て、発達障害児とその仲間および保育士を対象として、

社会的相互作用の促進を試みた。機能的分析に基づい
て、仲間の抽出（P 児）と介入方法の選定が行われた。
また、仲間媒介法の問題点への配慮から、P 児への前訓
練、対象児への始発の直接的な指示を全く実施しなかっ
た。一般的手続きとして、対象児が在籍する自由保育場
面約 30 分間のうち、最初の 10 分を介入場面とし、それ
に続く約 20 分を般化場面とした。訓練者は、保育士の
補助ボランティアを行っている大学院生１名であった。
訓練者は介入が始まる２か月前からボランティアを開始
し、園児たちが訓練者に対する違和感をもたないように
努めた。対象児が登所した連続しない６日間に介入を
実施した。介入において、（a）セッティング調整、（b）
プロンプト提示、（c）反応間の強化随伴性形成、（d）
訓練者による個別的始発の制限が行われた。その結果、
介入により対象児と P 児との相互作用促進に効果的で
ることが明らかとなった。般化場面においても相互作用
の時間が拡大しており、訓練者のいない場面においても
訓練の効果の持続が認められた。また、般化場面ではこ
れまでに観察されなかった遊びの場面においても相互作
用が観察された。さらに、訓練、般化場面両方におい
て、P 児以外の仲間と対象児のやりとりも観察されるよ
うになった。

（４）感覚統合療法やコーディネーショントレーニング
　藤原（2013）は、保育所にて発達障害児の保育を実践
している保育士 16 名に対して、発達障害児の保育実践
向上を目的とした研修を実施した。研修の目的は、①障
害特性の理解、②評価方法の理解、③支援方法の獲得と
実践、④保護者支援の理解であった。東京都小児総合医
療センター幼児デイケアで療育の指針としている理論と
トレーニングプログラムから具体的な研修内容が検討さ
れた。扱われている理論とトレーニングプログラムとし
て、感覚統合療法とコーディネーショントレーニングが
含まれていた。感覚統合療法は、子どもの学習、行動、
情緒あるいは社会的発達を脳における感覚間の統合とい
う視点で分析し、治療的介入を行うこと、コーディネー
ショントレーニングは、身体と脳・神経系統のバランス
の良い発育を促し、「運動における一連の過程」を円滑
に、正確に行う能力を向上させるためのトレーニングで
あることと記されていた。全５回の研修プログラムのう
ち１回目は講義、２回目～５回目までは療育グループに
参加しながらの実習が行われた。研修後の実践について
の質問紙調査の結果、研修前の「子どもの行動が理解で
きない」、「実践に対して確信がもてない」、「実践につい
ての指針がない」という問題が、実践研修後に軽減され
たことが示唆された。
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Ⅳ　考察

１．応用行動分析
　「応用行動分析は、学習心理学の中で研究されてきた
オペラント条件づけの原理に基づいている。オペラント
条件づけとは、われわれ人間を含む動物の多くに共通す
る学習メカニズムで、『ある先行刺激のもとで、自発行
動が生じたとき、その直後に生じる後続刺激によって、
当該行動が増加したり減少したりする現象』である。

『利得をもたらした行動は増加し、損失をもたらした行
動は減少する』という学習メカニズムを、現実場面での
行動変容に応用する技法である。」と北口（2013）は述
べている。今日の教育現場において応用行動分析に基づ
いた実践や研究が盛んに行われるようになってきており

（野田、2018）、その有効性が報告されている（山本・澁
谷、2009）。そのため、保育者への応用行動分析の研修
プログラムの効果に関する研究が多くなっていたと考え
られる。
　応用行動分析の研修への参加人数が 10 名～ 20 名程度
で実施している研修が多かったのは、講義形式だけでな
く、演習やグループディスカッション、ケース検討など
も行われており、研修に参加できる人数が限られてしま
ったためだと考えられる。参加者は、主任保育者や障害
児保育経験者が多くなっており、平均年齢や保育経験平
均年数が高くなっていた。保育現場における指導的立場
やコーディネーターを担う保育者の参加が期待されてい
ることが推測される。
　プログラムの構成は、３～５回程度を採用しており、
長期的な研修となっていた。講義で得た知識を実際に技
法として実践することで、少しずつ技法が習得されてい
くため、定期的に、また継続的に行う必要があるためだ
と考えられる。また、研修時間は、最低でも１時間以上
となっていた。それは、講義と演習やグループワークが
組み合わさったプログラムとなっていたためである。演
習やグループワークにより、模擬的な体験ができること
は、技法を習得するために有効な学習方法であると考え
られる。
　講義の内容としては、問題行動を減少させることより
も、適応行動を増やすことに焦点が当てられていた。し
かし、実際の保育者の対応としては、問題行動を減らす
注意や指導が多くなりがちである。北口（2015）も、応
用行動分析における「強化子」にあたる「ほめる」と
いう行為の重要性は理解しながらも、「叱る」あるいは

「注意する」ことを教育の中心に置いている教員の存在
を指摘している。島宗・吉野・大久保・奥田・杉山・中
島・長谷川・平澤・眞邉・山本（2015）は、教育的、倫

理的に、最も望ましいのは「正の強化」にもとづいた手
続きであり、その次が、倫理的に問題がなければ「負の
弱化（反応コスト法など）」になると述べている。強い
苦痛刺激を用いた「正の弱化」や「負の強化」の手続き
を使わなくても、望ましくない行動を副次的な作用を生
じさせないで減少させることは可能だと指摘している。
そのため、応用行動分析の講義においても、子どもの行
動変容には、抵抗感や負担感のない、適応行動を増やす
という実践可能な方法が大切にされていると考えられ
る。
　このような応用行動分析の研修の効果として、保育者
の応用行動分析の知識の向上や子どもへの支援技術の向
上が示された。これらの結果から、応用行動分析の研修
プログラムが保育者の専門知識や技術の向上に効果的で
あると考えられる。そのため、対象児へ保育者が適切な
対応を行うことができるようになり、対象児の不適応行
動が減少したと推測される。また、事例研究からも対象
児の不適応行動の消失に有効であったことが示された。
そして、保育者と対象児との関係性が改善されること
で、対象児に対応する際に感じる保育者のストレスの軽
減にもよい影響を与えたと考えられる。
　したがって、「気になる子ども」への介入技法として、
応用行動分析は保育現場において有効であると考えられ
る。しかし、応用行動分析の研修への参加は保育者の負
担が大きいことが推測される。特に保育現場では、長時
間保育が行われ、研修のための時間を確保することは容
易なことではない。保育者が参加できるような体制づく
りや、短時間で効果の得られる研修方法を明らかにする
必要がある。そうすることで、保育現場に応用行動分析
がより普及していくと考えられる。

２．ペアレント・トレーニング、ティーチャー・トレー
ニング

　PT とは、養育に困難を感じている親を対象に、主体
的に子どもの行動をアセスメントし適切な介入ができる
ようになることを目的として実施されている（吉田・野
中・堀川・加藤・嶋田、2019）。1960 年代にアメリカを
中心に始まり、大部分のプログラムは応用行動分析によ
るアプローチを基礎に置いている（肥後・前野、2020）。
今日、保護者やその子どもにとって有効であるという研
究成果が示されている（温泉・小野寺、2020）。このよ
うな取組は、保育や教育現場において、子どもと関わる
保育者や教師への支援にも応用可能であると考えられ、
PT・TT の実践、研究が進んできている。また、保護
者への PT の実践における課題から、保育者への PT・
TT は汎用性が高く、少ない回数で効果が得られるよう
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に効率化されたプログラムに改良されてきている。
　本研究で取り上げた文献のプログラムの構成は、実施
者によってそれぞれ異なっていた。共通する講義の内容
として、子どもの行動の観察と理解が挙げられ、行動の
機能分析をし、環境調整や子どもへの肯定的な働きかけ
を習得することで子どもの好ましい行動を強化していく
流れとなっていた。保育者は、つい気になる行動に注目
し過ぎるがために、注意や指導、叱責が多くなってしま
う。そのため、保育者と「気になる子ども」との関係が
悪循環に陥っている場合が多い。上林（2016）は、この
ような悪循環を断ち切るためには、子どもを変えようと
するよりも、大人の対応を変えていく方が効果的である
と述べている。だからこそ、岩坂（2012）が述べている
ように、大人が好ましい行動に注目して一貫した対応を
することによって、適応行動を積み重ねていくことが大
切である。子どもの行動を観察し理解することで、子ど
もの些細な好ましい行動でもほめることができるように
なっていくと考えられる。そうすることで、保育者は子
どもの適切な行動を強化することを学び、保育者と「気
になる子ども」共に成功体験を積み重ねていくことで、
肯定的な関係を構築していくことができる。ほめること
で好ましい行動を増やし、好ましくない行動を減らして
から無視や待つ、指示などの具体的な対応方法を順に習
得できるようなプログラムになっている。
　プログラムの実施回数、時間及び頻度において、比較
的時間を要するのは、ほめることで好ましい行動を十分
に増やしてから具体的な対応方法を学ぶプログラムの
構成となっていることが考えられる。また、中藤・酒
井（2017）の PT のスキルアップ講座のスケジュールで
は、18：30 ～ 20：30 に実施されており、参加者は勤務
後に PT プログラムの講座を受講していたことが推測さ
れる。肥後・今村（2019）は、教員・保健師・保育士等
を PT のインストラクターとして養成するためのプログ
ラムを実施しているが、実施後のアンケート調査から仕
事とプログラム参加の両立が大変だったという記述もあ
り開催のあり方についてさらに検討する必要があること
を示唆している。保育者の勤務状況を考えると、講座へ
の参加が課題として挙げられるため、施設管理者の理解
や保育現場の体制づくりが求められる。
　このような PT・TT プログラムへの保育者による参
加の効果として、子どもの困った行動が軽減し、保育者
の行動理論に基づく知識・技術の向上に有効であったこ
とが述べられている。また、保育者の自己効力感の向上
も報告されている。肥後・今村（2019）は、プログラム
について周囲に広めたいという意見や、今後の活動に活
かせそうだという期待感、今後も学び続けたいという意

欲も見られ、プログラムがエンパワーメント機能を持つ
可能性が考えられると述べている。岩坂・池島・小野・
久松・藤原（2005）は、大学主催の PT の講演会後に、
参加者である保育園・幼稚園 25 名、小学校 82 名、中学
校 15 名、盲聾養護 15 名、その他（教育センタ―など）
９名の計 146 名の教職員に ｢学校での PT の必要性に関
するアンケート調査｣ を実施している。その結果、146
名中 127 名が PT の有用性を感じるという結果も得られ
ている。教育現場において、PT・TT のもたらす効果
は大きいと言える。
　したがって、PT・TT は現場において必要度が高く、
効果的であることから、「気になる子ども」への間接的
な介入技法として有効であると考えられる。しかし、市
町村が実施する PP・TT も見られるようになったが、
大学や医療機関、専門的施設などの実践が中心となって
おり、PT・TT の専門家の少なさもあるため、保育者
の参加できる機会が限られていることが課題である。ま
た、PT の場合、応用行動分析など行動分析学の基本に
則って、行動の仕方を把握し、取り組みを進めていくた
め、実際の現場の保育士や指導員の方たちが実施するの
は難しいことも指摘されている（特定非営利活動法人ア
スペ・エルデの会、2014）。

３．社会的スキル訓練
　「社会性の学習場面を系統的に設定する手法として
SST が知られている。この手法は対人行動や集団行動
の学習と親和性が高く、学齢期以降の子どもや成人を対
象として活用されてきた。特に学齢期以降の発達障害児
者を対象とした研究報告は多い。しかし、幼児を対象と
して SST を実施している研究は、学齢期以降の子ども
を対象とした研究と比較するとあまり見られない。」と
中尾（2020）は述べている。本研究の結果からも、SST
を実施している研究は少なく、一部の研究者のみが行っ
ていることが伺える。
　本研究で分析対象となった文献では、攻撃的な幼児や
引っ込み思案の幼児を対象としており、対象児の問題行
動に直接的にアプローチできる標的スキルが選定されて
いた。集団の SST では標的スキルの選定が課題となっ
ているが、個別の SST において、標的スキルの選定は
比較的容易であったと考えられる。訓練の時間は約 15
分～ 20 分で、プログラムは７～ 16 セッションとなって
おり、実施期間は約１～２か月であった。高橋・小関

（2011）は、SST が十分な効果を示すために必要となる
セッション数については、実証的根拠に基づく一貫した
結論は得られていないと述べている。また、わが国の教
育現場で介入プログラムを実施するうえでは時間的制約
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が困難点となることも考慮すると、SST の効果を今後
さらに高めていくためには、限られたセッション数の中
で介入効果を最大化するための工夫点の提案と実証的知
見の蓄積が必要であると指摘している。多忙を極める保
育者にとって時間的制約は課題である。
　数多くの SST に関する研究によって、問題行動の減
少や適応行動の増加といった効果が見られることが報告
されている（中尾、2020）。本研究で分析対象となった
文献でも同様の結果が得られ、攻撃的な幼児や引っ込
み思案の幼児の問題行動が軽減され、標的スキルの増
加が見られることが明らかとなった。問題行動は通常不
安、抑うつなどの内在化問題（非社会的問題）と攻撃な
どの外在化問題（反社会的問題）に分けられる（鎌原、
2017）ため、内在化問題と外在化問題を抱えるどちらの
幼児においても有効であったことは意義深い。また、ス
キルの般化・定着が課題として挙げられている報告も見
られるが、介入の３か月後にも効果が維持していると
いう報告からも SST の有効性が示されたと考えられる。
松本・山崎（2012）は、ソーシャル・スキルの遂行に関
わる感情統制が、攻撃的行動を予防する、集団社会的ス
キル訓練が「小１プロブレム」の改善に効果があるとい
う知見を報告している。社会的スキルの獲得や発達が十
分ではない子どもたちに対して積極的に介入を行ってい
くことは非常に重要なことである。
　したがって、「気になる子ども」への介入技法の一つ
として、SST は有効であると考えられる。しかし、佐
藤・大浜・岡安・佐藤・高山（1997）は、従来、SST
に関する訓練を受けてきた研究者や学生（または院生）
がトレーナーとなって実施されることが一般であったた
め、SST の担い手を教師や保育者に移行させることが
急務であると述べている。20 年以上たった今も幼児に
対する SST は研究数から考えても普及しているとは言
い難い。また、SST を保育者が実践している研究は本
研究では見られなかった。これらを踏まえると、「気に
なる子ども」に直接対応する保育者が SST の技法を実
施するには課題が残されていると言える。

４．心理療法
　望ましい行動の随伴性に関して、行動を維持したり増
やしたりするための結果操作の一つにトークン・エコノ
ミー法がある（小笠原・広野・加藤、2013）。仁科・遠
藤（2018）は、適応行動に対して①トークン（強化子）
を与え、６枚そろうと、②バックアップ強化子として１
つの乗り物の絵が完成する手続きで実施した。その結
果、対象児の不適応行動の回数を減少させることができ
た。矢野（2017）は、トークン・エコノミー法は、何よ

りも簡便であり、支援方法として採用しやすい等の特徴
が先行研究の結果から挙げられていると述べている。し
かし、保育現場には多数の子どもが在籍しており、集団
場面でトークンを用いて実施していくことが難しいと考
えられる。先行研究において、トークン・エコノミー法
は個別の介入で行われているものが多いのはそのためで
あろう。また、保育体制によっては、保育者による即時
強化が難しい場面もあるだろう。有効性は多くの研究で
評価されているが、保育現場におけるトークン・エコノ
ミー法の研究はほとんど報告されていない。これらを踏
まえると、保育現場における「気になる子ども」への介
入技法として集団保育において実施するには困難であろ
う。
　臨床動作法の観点から作成された運動活動や音楽表現
活動（音楽療法的活動）の実施においては、臨床動作士
や日本音楽療法学会認定音楽療法士という専門的な資格
を有する者が介入している。それぞれの資格の認定要件
は非常に高く、保育者が容易に取得できるものではな
い。そのため、保育者が実践していくには、そのような
資格取得者の支援を受けなければならないと言える。し
かし、資格取得者の支援を受けられる機会は少ないと考
えられる。また、「気になる子ども」における支援とし
て実践している研究は、ほとんど見られない。これら
を踏まえると、保育現場にはまだまだ普及しておらず、

「気になる子ども」への介入技法として適しているとは
言い難い。

５．その他
　その他の介入技法として、INREAL、フロスティッグ
プログラム、仲間媒介法、感覚統合療法、コーディネー
ショントレーニングがある。
　 日 本 INREAL 協 会 の ホ ー ム ペ ー ジ に よ る と、
INREAL には、「相互に反応しあうことで、学習とコミ
ュニケーションを促進する」の意味があり、言語やコミ
ュニケーションに障害がある子どもたちとのよりよきコ
ミュニケーションを求めて、実践や研究を行っていると
ある。中（2018）の仮研修プログラムの結果からは、参
加した保育士の支援技術と支援態度が向上したことが報
告された。しかし、仮研修プログラムは、２～３週間に
１回 90 分（４回目のみ 120 分）の研修を５か月間、全
８回実施されており、定期的に保育者が参加するには難
しいと考えられる。また、INREAL に基づく実践、研
究を行っている者も限られているだろう。中（2018）の
研究では、保育士４名に対して対象児は２名であった
が、保育現場の実情を考えると現実的ではない。したが
って、個別支援においては、INREAL は有効な介入技
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法と言えるだろう。
　府川ら（2014）は、４・５歳児にフロスティッグ視知
覚発達プログラムを用いた視知覚運動訓練を行った結
果、視知覚運動能力が増進し、自己肯定感や行動面の安
定に有効であることを明らかとした。視知覚能力は３歳
半から７歳ごろまでが最もよく発達し、それが学習の基
礎となるため、就学前に発見し支援することが重要であ
るということを Marianne Frosting は述べている（府川
ら、2014）。就学期の学習と適応を考えると、就学前か
らのフロスティッグ視知覚発達プログラムの実施は効果
的であると言える。しかし、幼児期の子どもへの実施に
は課題が残ると考える。それは、視知覚運動訓練は「書
く」活動であるため、配られた課題用紙に記入する方法
で行われ、活動の際の姿勢や鉛筆の持ち方等の指導が必
要とされていることにある。そのため、今回は２～３名
のグループでの指導にすることで個別に配慮することが
できたが、現実の保育者の勤務体制を踏まえると難しい
だろう。また、幼児期の子どもへ楽しく指導できる技術
も保育者に求められる。実施体制や遊び感覚の楽しい雰
囲気の中で意欲的に継続できるような工夫が必要であ
る。
　佐藤ら（2002）は、仲間媒介法を用いることで対象
児の社会的相互作用を促進させることを明らかにした。

「仲間媒介法とは、訓練対象児と一緒に学級の仲間も訓
練に参加させ、彼らに対象児との社会的な相互作用の方
法を教示する技法である。仲間からの相互作用を増やす
ことで、対象児の社会的スキルの向上を狙うものであ
る。」と藤枝・相川（2001）は述べている。杉本（2016）
は、仲間媒介法のメリットとして、①学級の子ども達を
トレーニングに参加させることで、日常の学校生活の中
でトレーニングができること、②そのことによって自然
な場面への般化が起こりやすいこと、③対象の子どもの
社会的スキルの向上したことが他の子ども達にも認知さ
れやすくなり友達からの受容が高まりやすいこと、④学
級の仲間の社会的スキルも更に向上するため、対象とな
る子どもが自然な場面で受容される環境が整いやすくな
ることを挙げている。したがって、仲間媒介法は対象児
にとって、有効な介入技法であると言える。しかし、仲
間に選定された幼児は自由保育場面での遊びや友達が限
定されてしまっていることが佐藤ら（2002）の研究から
伺える。また、対象児にとって適任となる仲間が必ずい
るとは限らない。そして何より、仲間に選定された幼児
への配慮やその保護者の理解が必要となる。それらを踏
まえると、「気になる子ども」への介入技法として仲間
媒介法を用いることは容易ではない。
　藤原（2013）の研修では、感覚統合療法やコーディネ

ーショントレーニングが扱われていた。感覚統合療法や
コーディネーショントレーニングは体にぎこちなさのあ
る「気になる子ども」にとって、有効な介入技法である
だろう。しかし、感覚統合療法においては、高度な専門
知識や技術を要し、子どもの抱える様々な課題に保育
者が一つ一つ応じて実践していくには困難である。ま
た、コーディネーショントレーニングにおいても、子ど
もの体力低下を背景の一つに広がってきたが、幼児にお
いて、決められた運動を指導されるよりも自由に遊ぶ方
が運動能力は高くなることが報告されている（杉原・吉
田・森、2011）ことを考えると積極的な導入・実施はし
づらいと考えられる。

Ⅴ　総括と今後の課題

　本研究の目的は、日本の保育現場において「気になる
子ども」への介入方法として取り扱われている技法や技
術に関する先行研究を概観し、その内容を分析・整理す
ることで、「気になる子ども」への保育者の介入技法の
方策を探ることである。その結果、①応用行動分析、②
ペアレント・トレーニング、ティーチャー・トレーニン
グ、③社会的スキル訓練、④心理療法、⑤その他の５つ
に分類することができた。
　「気になる子ども」への介入技法として、応用行動分
析、PT・TT、SST に関する研究が複数報告されてい
た。各介入技法の変遷を見ると（表１）、応用行動分析
の研究は定期的に報告されており、PT・TT の研究は
近年の報告が目立っている。一方、SST は近年あまり
報告されていない。PT は、応用行動分析、行動理論
の原理をもとにしている（野村、2016）ことを考える
と、応用行動分析に関する研究数が最も多くかつ定期的
に報告されていると解釈できる。その背景として、「気
になる子ども」への対応の困難さが挙げられる。実際、

「気になる子ども」への保育者の対応として「注意・指
導」が最も多くなっている（赤田・滋野井・小正・友
久、2008）。また、荒井・前田・張・井上・荒木・竹内

（2012）の「気になる子」への対応の実態調査からは、
「気になる子」への保育者の対応として、「自分の経験と
勘で対応している」と回答した保育者が 62.9% にもなる
ことが明らかとなっている。つまり、「気になる子ども」
への保育者の対応が適切でないものになっている可能性
が考えられる。さらに、中山（2020）は、「気になる」
子どもの保育において、子どもにイライラしてしまう、
思わず感情的な対応をとりそうになってしまうなど、保
育において様々な感情を伴いながら実践に臨んでいるこ
とが推測されると述べている。保育者と「気になる子ど
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も」との関係が悪循環に陥っている可能性がある。その
ため、「気になる子ども」への対応方法や具体的な指導
方法への研修のニーズが高まり、応用行動分析の研修が
多く報告されるようになったと考えられる。一方、他の
技法は応用行動分析に比べ報告が少なかった。それは、
集団保育や保育勤務体制による実施の難しさ、高度な専
門性が求められる一方で研修の機会が少ないこと、幼児
への実施には工夫を要することなどが課題となっている
ことが考えられる。有効性は示されているものの、「気
になる子ども」への保育者の介入技法として実施してい
くには、さらなる工夫や改善が求められる。
　応用行動分析では、不適応行動を減らすことよりも、

「正の強化」の原理を用いて適応行動を増やす手続きが
推奨される。例えば、日本行動分析学会（2015）によ
る「体罰」に反対する声明では、望ましくない行動を減
らすためには、まずは本人の生活の質の向上につながる
望ましい行動を増やす手続きを用いるべきであるという
のが、国際的に合意された学界としての見解であると述
べている。保育現場では子どもをほめることが大切にさ
れてきたことから、応用行動分析は抵抗感や負担感が少
なく、実践しやすい介入技法であるだろう。また、応用
行動分析の研修の効果としては、保育者の専門的な知識
や技術に基づく行動の増加が明らかとなっている。さら
に、「気になる子ども」の不適応行動への効果も認めら
れている。よって、「気になる子ども」への保育者の介
入技法として、応用行動分析が有効であると考えられ
る。しかし、応用行動分析の研修への参加については、
保育者への大きな負担が課題として残っている。特に保
育現場では、長時間保育が行われ、研修のための時間を
確保することは容易なことではない。そのため、保育者
が短期間で応用行動分析の知識や技術を効果的に習得す
るための研修プログラムを検討しなければならない。ま
た、保育者が研修に参加できるような体制整備も必要で
ある。そうすることで、保育現場に有効性が実証されて
いる応用行動分析がより普及していくと考えられる。
　一方、瀧澤・渡部・田中（2017）は、先行研究におい
て応用行動分析などの支援・指導のための保育者研修プ
ログラムで上記のような効果が得られたのは、参加者の
意欲が高く長期にわたって参加可能であった保育者が対
象であることに留意すべできであると述べている。北口

（2010）においては、応用行動分析を用いた教育コンサ
ルテーションの実施において、その成否を左右する一つ
として、コンサルティの動機づけを挙げている。応用行
動分析学を受容するためには、その本質的な必要性を認
識させることが、実効性を伴ったコンサルテーションを
行うための条件であると述べている。また、北口（2015）

は、いわゆる「教師文化」として児童を罰で管理する傾
向にあった教員は、応用行動分析の基本的な考えである

「ほめること（社会的強化子）」によって児童の行動が支
えられていることを理解していないことを示唆してい
る。そのような教員の意識（あるいは教師文化）は賞賛
行動頻度に負の影響を与えていることから、「強化」を
中心に据える行動コンサルテーションの効果を抑制して
いると考えられる。そのため、北口（2015）は、教員の
意識（あるいは教師文化）をどのように転換させるかが
課題であると述べている。これらを踏まえると、保育者
が応用行動分析について本質的な必要性を認識し、的確
に理解することで初めて「気になる子ども」への介入技
法として応用行動分析が機能すると考えられる。今後、
応用行動分析の受容に影響すると考えられる保育者の応
用行動分析に対する必要性の認識や保育に対する意識等
の要因について明らかにし、応用行動分析が有効な介入
技法として保育現場に受け入れられていくための方策を
検討していくことが必要である。
　なお、本研究は日本の保育現場における介入技法に関
する研究の実態から全体像を把握することに重きを置い
たため、本研究で取り上げられている介入技法に関する
個々の研究における効果の妥当性及び限界や課題の検討
については十分とは言えない。また、幼児期と児童期・
青年期との介入技法の比較や、海外の知見を踏まえたわ
が国独自の介入技法についての議論も必要である。加え
て、幼児期では、誰（介入者）が誰（被介入者）に対し
て実施する介入技法が有効であるかについても明らかに
しなければならない。幼児期における有効な介入技法に
ついて、さらに精査を行っていく必要がある。

注
１）本研究では、保育所・幼稚園・幼保連携型認定こども園等

の保育施設全般を指す。
２）本研究では「気になる子ども」とし、文献においては、表

記に基づいた記述とする。
３）本研究では、幼稚園教諭、保育士、保育教諭全てを総称し

て保育者とするが、文献においては、表記に基づいた記述
とする。
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Trends in Research on Intervention Techniques for “Children of 

Concern” in Childcare Settings in Japan

Nobutaka Ogata
Osaka University of Comprehensive Children Education Graduate School

　The purpose of this study was to review, analyze, and summarize previous studies of techniques 
and skills applied when intervening with “children of concern” in childcare settings in Japan so as to 
explore interventional measures for child caregivers to use with children of concern. We found that 
these techniques and skills can be classified under the following five categories: (1) applied behavior 
analysis, (2) parent training and teacher training, (3) social skills training, (4) psychotherapy, and 
(5) other. In particular, there was a significant body of research reporting on applied behavioral 
analysis. In addition, we found that the caregiver’s participation in the training program for applied 
behavior analysis may be effective in improving their professional knowledge and skills as well as 
reducing the inappropriate behaviors of children of concern. Thus, we believe that applied behavior 
analysis is the most appropriate interventional measure for caregivers to use with children of 
concern in childcare settings. In the future, it is necessary to examine ways in which applied 
behavior analysis can be accepted by child caregivers as the most effective interventional technique.

Key words：children of concern, childcare, intervention, techniques, support


